
１　総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
（注）２　職員数は、平成29年4月1日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

    （注）１ 「ラスパイレス指数」とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する
　　　　　　ため、国の職員数（構成）を用いて学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）
　　　　　  適用職員の俸給月額を100として計算した際の指数です。

　　（注）２　「類似団体平均」とは、人口規模、産業構造が類似している地方公共団体を類型化し、そのラス
　　　　　　パイレス指数を平均したものです。
　　　　　　　平成29年の本市の類型区分は「Ⅲ-3（人口10～15万人かつ第3次産業就業者比率が65%以上）」で
　　　　　　あり、全国にある1721の地方公共団体のうち50の団体が本市と同じ「Ⅲ-3」に該当します。

歳出額　

　　　　　　Ａ
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人件費
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千円
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千円平 成
28年度

　　　　　千円千円

36,960,711
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給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
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千円

住民基本台帳人口

（平成28年度末）
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２　一般行政職給料表の状況（平成29年4月1日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （平成29年4月1日）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技 能 職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成26～28年の3か年平均）

　　　　③　教 育 職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

区　　分

－

42.9

類似団体
（50団体）

国

類似団体
（50団体）

401,609

42.9

313,200

－

42.5

－

5,589,956

42.2

328,360

28

職員数

49.3

52.5

学校給食
調 理員

50.6

奈 良 県 346,758

8

46.5

平均年齢

生 駒 市

生 駒 市 43.3

3,939,100

2,994国

類 似 団 体
（50団体）

351,880

（C）

48.8

区　　分

生 駒 市

奈 良 県

378,467

平均給与月額平均給料月額

324,000

区  分

5,488,424

生 駒 市

3,365,800

345,227

320,414

平均年齢

うち清掃職員

学校給食
調 理員

44.7 452,379

45.8 15

369,58878

うち清掃職員

公務員

参　　考

民　間

－

C／D

4 級

262,000

301,100

356,853

286,833

337,260

410,226

288,000

6 級5 級

247,100

228,900

349,600

3 級1 級

192,700

324,400

142,600１号給の給料月額

2 級

最高号給の給料月額

平均給料月額

奈 良 県

8 級

345,933

7 級

362,300

平均年齢

－

444,500

318,500

409,800

407,700

427,638

公     務     員

330,531

303,800

43.6

388,723334,900

319,568

392,600380,600

346,150 廃棄物処理業

468,200

平均給与月額

対応する民
間類似職種

平均給与月額

（国ベース）

368,637

410,719

A／B

－

1.2

372,751

－

（国ベース）

408,966

平均給与月額

（A）

356,963

平均給与月額

（B）

337,258299,900

平均給料月額

45.7歳307,000

1.3

－

293,012円

257,484円調 理 師

（Ｄ）

－

1.4

366,858

－ －

－－－－

※ 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータについては、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・
勤勉手当、民間においては、前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値となっています。

45.4歳

－

－371,360

年収ベース（試算値）の比較

-

平均年齢 平均給与月額

※ 技能職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。(民間においては、アル
バイト・パート等短期的雇用を含んでいます。）

－

参 考民    間

－

－

－

1.6

区　 分
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(2) 職員の初任給の状況 （平成29年4月1日）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
（注） 税務職、栄養士、看護・保健職、福祉職、教育職には一般行政職と同じ金額が支給されています。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成29年4月1日）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況 （平成29年4月1日）

（注）１　生駒市の一般職の職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

（注）２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

主事及び技師の職務

技　能　職

副主事及び副技師の職務2   級

大　学　卒

一般行政職

3   級

高　校　卒

1　 級

課長補佐の職務

-

155,800

9.8

定型的な業務を行う職務

消　防　職

中　学　卒

-

経験年数10年

高　校　卒

-

大　学　卒

高　校　卒 -

-

大　学　卒

32.3

48

12.4

11.9

人

％

人

9

51

係長、副係長及び主査の職務

課長及び主幹の職務
42

138

4   級

7   級

5   級

部長及び次長の職務
14

6   級

8   級

経験年数21年

-

-

3.3

％

％

2.1

人

人

人

％

％

人

371,143

331,633

333,162

371,906

321,351

構 成 比

353,380

人

292,231               353,380

％

11.2

53

％

職 員 数

人

-

184,800

150,500

-

-

奈　良　県

-

142,000

191,700

生　駒　市

184,800

150,500

国

178,200

146,100

-130,200

標準的な職務内容

高　校　卒

区　分

大　学　卒

136,500

162,700

-大　学　卒

-

高　校　卒

高　校　卒 -

区　　　       分

技　能　職

経験年数16年

72 16.9

％

主任の職務

消　防　職

区　　　　分

333,437

一般行政職
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１　勤務成績の実施状況

平成21年度から管理職職員を対象として勤務評価を、平成26年度からは全職員を対象として人事評価制度を導入し、

目標達成度評価及び職務行動評価を行っています。

２　昇給への勤務成績の反映状況

　 人事評価制度における職務行動評価（S・A・B・C・Dの5段階）に基づき、55歳を超える職員に対して、評語がAの場合は

1号、Sの場合は2号昇給させています。

５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

（平成28年度 （平成28年度
      1人当たり平均支給額）       1人当たり平均支給額）
（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分
（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　　　職務の級等による加算措置 　　　職務の級等による加算措置 　　　職務の級等による加算措置
　・ 役職加算　　5～20％ 　・ 役職加算　　5～20％ 　・ 役職加算　　5～20％
　・ 管理職加算　　52,000～95,000円 　・ 管理職加算　　10～20％ 　・ 管理職加算　　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】

１　勤務成績の実施状況

平成21年度から実施に向けた事前研修等を実施しています。

２　昇給への勤務成績の反映状況

　 管理職に対して、人事評価の結果に基づき勤勉手当を支給しました。

　職制上の段階、

1.45
2.6

1,697 千円

2.6

　職制上の段階、

0.81.451.45

国

2.6

―
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1.7

千円
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1.7
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5級
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(2) 退職手当 （平成29年4月1日）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

1人当たり
平均支給額

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当 （平成29年4月1日）

千円

千円

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当 （平成29年4月1日）

千円

　円

　％

日額 300円

1回 1,200円

1回 2,000円

日額 400円

月額 1,000円

1回 500円

月額 2,000円

月額・給料月額の100分の4

日額 1,000円

(5) 時間外勤務手当

支給実績（平成28年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 円

支給実績（平成27年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 円

                       （2～45％加算）

20.445
29.145
41.325
49.59

救急救命士の資格を有した者

災害救助法適用団体での従事

感染症汚染消毒業務

行旅病人等の収容

ごみ処理作業

火災等での出動業務

資格免許等の職務使用

保育業務に従事

109,200

支給対象職員数

16,708

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度）

手当の種類（手当数）

環境衛生業務手当 清掃技能職員

訪問指導手当

支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

49.59

209,336

福祉事務所職員

6

保育士及び幼稚園教諭

主な支給対象職員

消防職員

行旅病人等取扱手当

主な支給対象業務

18.7

8 種類

221,760

手当の名称

全市域

技術管理手当

災害派遣業務手当

保育手当

保健指導訪問

左記職員に対する支給単価

福祉事務所職員

255,600

消防防災手当

6

支給実績（平成28年度決算）

感染症対策業務手当

土木職員等

支給対象地域

支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

健康課職員

都市整備部職員

その他の加算措置
                       （3～45％加算）
定年前早期退職特例措置

49.59

631,200

国の制度（支給率）

204,377

576,000

支給率

その他の加算措置

25.55625

49.59

819

25.55625
34.5825

20.445
29.145

生　　　　駒　　　　市 国

支給実績（平成28年度決算）

千円

34.5825
49.59
49.59

定年前早期退職特例措置

9,830 千円 23,465

41.325

5



(6) その他の手当 （平成29年4月1日）

円

円

円

円

６　特別職の報酬等の状況 （平成29年4月1日）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

円
（ 円 ）

月分

月分

（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

任期終了時

任期終了時

758,400125,894

107,266

39,776

75,398

支給職員1人当たり
平均支給年額
（平成28年度決算）

280,800

313,200

支給実績
（平成28年度決算）

千円

105,600

(注）２

(注）3

議 長

扶養手当

通勤手当

千円

-

期
末
手
当

住居手当

千円

手　当　名

17,172,000円

同　じ

報

酬

給

料

千円

管理職手当

借家：最高支給限度額
27,000円

副 議 長

副 議 長

区　　分

792,000副 市 長

議 員

9,979,200円

備　　　　考

一部異なる

一部異なる

1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額を示しています。

国の制度
との異同

給　料　月　額　等

給料月額×勤続月数×35/100×0.75

610,000

市 長

副 市 長 3.25

議 員

内容及び支給単価

　　（平成28年度支給割合）

954,000
954,000

給料月額×勤続月数×50/100×0.75

市長、副市長の退職手当は、平成23年4月から25％減額しています。

交通機関利用者：
全額支給限度額　55,000
円（6か月定期分支給）
自動車等利用者：
2km以上で5kmごとに13段
階の区分（最高限度額
31,600円）

部長級　95,000円
次長級　80,000円
課長級・参事　75,000円
主幹級　54,000円
課長補佐級　52,000円

46,300～
139,300円

500,000
550,000

同　じ

国の制度と
異なる内容

配偶者　　　　　　13,000円
子供　　　　　　　 10,000円
その他の親族　　 6,500円
配偶者のない職員の
扶養親族の1人目のみ
（子供の場合）   10,000円
（子以外の場合） 9,000円
満16歳の年度初～
　満22歳の年度末までの子
　　  　　5,000円/人を加算

市 長

給料、報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                    

　　（平成28年度支給割合）

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、    

550,000

副 市 長

3.25

議 長

(注）１

退
職
手
当

市 長

500,000

792,000
610,000

子供に対する
手当額
【国】8,000円
【生駒市】
 　 10,000円

-

6



７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数 人

人口１万人当たり職員数 人

人口１万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

（注）２　【　　】内は、条例定数の合計です。

91

そ の他

病 院

下水道

【840】

17

【840】

819

4

817

67.8

＜参考＞

42

4

【0】

業務増

60.0

-2455

726

136

＜参考＞

-1

業務増

0

1

140

会
計
部
門

議　 会

一
般
行
政
部
門

対前年
増減数

税   務

38

-2

1

138

105

労   働

総   務

0

1

7

平成28年

-1

38

0

欠員不補充

36

-2

86

平成29年

職 員 数

-2

2

0

業務増

欠員不補充

＜参考＞

欠員不補充

135

8

欠員不補充

欠員不補充

欠員不補充

56

453

1

業務増

消防部門

34

724

計

133

教育部門

水 道

-1

13

8

39

民   生

8

107

139

12

普
通
会
計
部
門

2

小 計

公
営
企
業
等

農林水産

85

57

16

衛   生

土   木

商   工 業務増

合　　計

95

小　 計

37.5

業務増

-2

業務増11

2

主 な 増 減 理 由
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(2) 年齢別職員構成の状況 （平成29年4月1日）

(3)　職員数の推移

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

3 41

人
職 員 数

人 人 人

20歳未満区  分

人人 人 人 人 人

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

456

人

98 123

平 成
26年度

6068 72

人

24歳～
27歳

128 94 86 1

20歳～
23歳

人

過去5年間の
増減数

平 成
25年度

48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳～
59歳

28歳～
31歳

819

60歳以上 計
44歳～
47歳

45

一 般 行 政

平 成
29年度

平 成
24年度

部 門 別

公営企業等会計 計

教　 育

89

161

普通会計 計

143

457

819

91        95

▲ 23

▲ 7

▲ 4

135

726       ▲ 34

90        6

平 成
27年度

平 成
28年度

459

145       140

455

724

817

453

735739

457

140消　 防

825       821847

91        90

137       135

731

830

758

133133

138

総  合  計

136

▲ 28

0.4

5.0

8.3
8.8

5.5

7.3

12.0

15.0 15.6

11.5
10.5

0.1

0.5 2.4

6.3
4.6

7.1

12.8

15.2

13.1 11.7

15.0

11.2

0.2

20歳未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60歳以上

構成比

５年前の構成比

（%）
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８　公営企業職員の状況

(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

（注） １　給与費の内訳中「職員手当」には、退職手当を含みません。
（注） ２　職員数は、平成28年3月31日現在の人数であり、水道事業管理者、再任用職員を含んでいます。

イ　 特記事項　　　な　し

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 （平成29年4月1日）

歳 円 円

歳 円 円
（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。  

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（平成28年度支給割合） （平成28年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
月分 月分 月分 月分

月分) 月分) 月分) 月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・ 役職加算　　5～20％ 　・ 役職加算　　5～20％
　・ 管理職加算　　52,000円～95,000円 　・ 管理職加算　　52,000円～95,000円
（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当 （平成29年4月1日）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の その他の
   加算措置      加算措置
1人当たり 千円 千円 1人当たり
    平均支給額     平均支給額

ウ　地域手当 （平成29年4月1日現在）
千円
   円

％ 人 ％

      1人当たり平均支給額）

5,400 千円

10.3

　　　　　　　　　　（3～45%加算）
-     21,226

Ａ

      1人当たり平均支給額）

職員給与費純損益又は
実質収支

総 費 用
区 分 平成27年度の総費用に占める

職員給与費比率

　（参考）

千円 ％

23,535 千円

33,249

437,974

基  本  給

76,136

平 均 年 齢

1,902

2.61.7

Ｂ／Ａ
％

190,73643

平 成
28年度

300,121
千円 千円

Ａ 

職 員 数

千円

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人

千円

期末・勤勉手当

404,318

区　　分

361,826

給与費 B/A

千円

45.4

千円 　　　　　千円

12.3

区　分

平均月収額

平 成
28年度

（平成28年度
生 駒 市 （一般行政職）

6,980

（注）２　団体平均とは、全国市町村の水道事業の平均です。

団 体 平 均 326,375

生  駒  市
（水 道 事 業）

（平成28年度
生 駒 市 （水道事業）

1,753

48.5 519,744

1.7

生 駒 市 （水道事業）

20.445
34.5825

(0.8(1.45

2.6

25.55625 25.55625

(1.45 (0.8

49.59

20.445

生 駒 市 （一般行政職）

29.145
41.325

定年前早期退職特例措置

34.5825
49.59

29.145
41.325

定年前早期退職特例措置

49.59

　　　　　　　　　　（3～45%加算）

支給対象職員数
6

9,506支給実績（平成28年度決算）

45.5949.59 45.59

279,600支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

34全  市  域
一般行政職の制度（支給率）

6
支給対象地域 支給率

　　計　　Ｂ給　 料 職員手当

300,1212,449,148

Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率
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エ　特殊勤務手当 （平成29年4月1日）
支給実績（平成28年度決算） 千円
支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 　円
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） 　％
手当の種類（手当数） 種類

左記職員に対する支給単価
月額 2,000円

オ　時間外勤務手当
千円
円
千円
円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当 （平成29年4月1日）

円

円

円

円

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況
定員については、市長部局において一括で管理しています。

手　当　名
支給実績

（平成28年度決算）

日額 1,000円
（心身に著しい負担を与える業
務に従事したと管理者が認め
る場合は1,000円を加算する）

0

-

-

2
主な支給対象業務

技術管理手当

0
0.0

一般行政職
の制度と
異なる内容

支給実績（平成28年度決算） 1,046

手当の名称 主な支給対象職員
資格免許等の職務使用

災害派遣業務手当 水道事業職員

4,884

災害救助法適用の市町村
内において支援に関する
事務に従事した職員

314,400

321,600

6,602

（平成28年度決算）

1,930

支給職員1人当たり
平均支給年額

千円

千円

管理職手当

通勤手当

757,200

120,000-

千円

交通機関利用者：
全額支給限度額１か月当たり
55,000円（6か月定期分支給）
自動車等利用者：
2km以上で5kmごとに13段階の
区分（最高限度額 31,600円）

部長級　95,000円
次長級　80,000円
課長級・参事　75,000円
主幹級　54,000円
課長補佐級　52,000円

3,720

6,058

扶養手当 同　じ

135,666支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

配偶者　　　　　　13,000円
子供　　　　　　　 10,000円
その他の親族　　 6,500円
配偶者のない職員の
扶養親族の1人目のみ
（子供の場合）   10,000円
（子以外の場合） 9,000円
満16歳の年度初～
　満22歳の年度末までの子
　　  　　5,000円/人を加算

同　じ
借家：最高支給限度額
27,000円

内容及び支給単価

住居手当

一般行政職
の制度との
異 同

千円

同　じ -

同　じ

支給実績（平成27年度決算）
130,800支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

水道事業職員
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